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長寿医療研究開発費 ２０２０年度 総括研究報告 

日本で活用可能な中間ケアの質測定指標の開発 

－指標の信頼性と妥当性の検証－ 

（２０－４４） 

主任研究者 後藤 友子 国立長寿医療研究センター 

在宅医療・地域医療連携推進部 研究員 

研究要旨 

中間ケアは急性期治療から療養生活をつなぐための支援である。 

英国 National Health Service(NHS)の定義では、「自宅での生活を継続するために、体

調や ADL、社会サポートを整えるケアである」とされている。 

日本では、在宅型として移行期ケア、施設型として地域包括ケア病床入院、回復期病床

入院、老人保健施設入所の４領域で中間ケアが提供されている。 

中間ケアの質が高いことによる効果は、「避けられる短期間での再入院(同様の疾患によ

る退院後３か月以内：肺炎や転倒など)」「患者の自立促進(地域移行の促進や QOL上昇な

ど)」であることが、先行研究から明らかになっている。 

慢性疾患を複数抱える高齢患者が増加している日本において、「避けられる短期間での

再入院」「患者の自立促進」に寄与する中間ケアの確立と質向上は必要性の高い取組みで

ある。 

しかし、日本には中間ケアの概念がなく、中間ケアの質を評価する指標がない。 

そのため当研究の目的は、当方らが作成した中間ケアの評価指標を日本の臨床でデータ

を収集し、その妥当性と信頼性を検証し、日本の中間ケアで活用可能だと信頼される評

価指標を開発することである。 

当研究は２年計画であり、質問紙を用いた質問紙調査である。 

当調査の目標データ数は、先行研究のデータ数に基づき４００データとする。 

当研究は国立長寿医療研究センター倫理・利益相反委員会での承認を得た上で実施す

る。 

当研究の研究対象者は患者とその患者に中間ケアを提供した担当看護師である。患者が

記述できない状況の場合は、その家族、もしくは担当介護支援専門員から回答を得る。 
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主任研究者 

 後藤 友子  国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部 研究員 

 

分担研究者 

 山田 小桜里 国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部 看護師長 

 小原 淳子 国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部 副看護師長 

 三浦 久幸  国立長寿医療研究センター 在宅医療・地域医療連携推進部 部長 

 

Ａ．研究目的 

 中間ケアは急性期治療から療養生活をつなぐための支援である。 

英国 National Health Service(NHS)の定義では、「自宅での生活を継続するために、体

調や ADL、社会サポートを整えるケアである」とされている。 

当研究は日本の中間ケア現場(地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟、移行

期ケア)にて、海外で開発され日本語に翻訳された中間ケア評価指標の信頼性と妥当性を検

証することを目的とした研究である。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）全体計画 

 当研究は２年計画であり、質問紙を用いた質問紙調査である。 

当調査の目標データ数は、先行研究のデータ数に基づき４００データとする。 

当研究は以下の進行で進めている。 

第１段階 調査の倫理審査を完了し、研究フィールドの看護責任者たちと当研究の進

め方やデータ目標について合意形成する。 

第２段階 調査開始(データ収集) 

第３段階 調査データ分析 

第４段階 研究結果の公表 

 

【調査フィールド】 

 ２０２０年度冒頭より新型コロナウイルス感染症の感染拡大したことにより、患者の直

接ケアを行う看護師と当研究者の接触を可能な限り縮小するため、国立長寿医療研究セン

ター内の中間ケアを提供する部門のみでの調査実施とした。 

 施設型中間ケアの調査フィールドは、地域包括ケア病棟（南１病棟）と回復期リハビリテ

ーション病棟（中５病棟）である。 

 在宅型中間ケアの調査フィールドは、地域医療連携室看護師による移行期ケア

（Transitional Care: TC）である。 
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【研究対象者】 

当調査の研究対象者は国立長寿医療研究センターの中間ケアを受けた患者/家族と、その

中間ケアを提供した担当看護師である。 

患者本人が記述できない状況の場合は、その家族や担当介護支援専門員が研究対象者と 

して患者の回答を代筆することを可能とした。 

 

患者組み入れ基準：国立長寿医療研究センターの中間ケアフィールドで、看護師より中

間ケアを受けた患者 

患者除外基準：①中間ケアを受けていない患者(急性期病院/病棟へ移行する患者や看取

り入院、レスパイト入院の患者など) 

②患者/家族/担当介護支援専門員全員が研究内容の理解が難しい場

合 

③患者/家族/担当介護支援専門員全員が質問紙への回答(記入)が難

しい場合 

看護師組み入れ基準：国立長寿医療研究センターの中間ケアフィールドで中間ケア提供

した看護師 

看護師除外基準：なし 

 

【質問紙】 

患者回答質問紙は以下の４種類である。 

患者質問紙１は属性質問紙(患者用) 

患者質問紙２は日本語版PREM(中間ケア評価指標）※検証対象 

患者質問紙３は共有意思決定支援尺度 ※質問紙２の併存概念を測定 

患者質問紙４は対話の質尺度 ※質問紙２の併存概念を測定 

 

看護師回答質問紙は以下の４種類である。 

看護師質問紙１は属性質問紙(看護師用)   

看護師質問紙２は看護師用日本語版PREM(中間ケア評価指標）※検証対象 

PREM: Patient-Reported Experience Measure 

看護師質問紙３はケア職用共有意思決定支援尺度 ※質問紙2の併存概念を測定 

看護師質問紙４は退院支援看護師の個別支援における職務行動遂行能力評価尺度

(NDPAS)     NDPAS: Nurses' Discharge Planning Ability Scale 

 

【データ収集】 

データ目標量は、地域包括ケア病棟（南１病棟）と回復期リハビリテーション病棟（中
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５病棟）が各１５０データである。移行期ケア（TC）は１００データを目標としている。 

患者データは郵送法、看護師データは留め置き法で回収する。 

 質問紙は、地域包括ケア病棟（南１病棟）と移行期ケア（TC）は看護師から患者に渡し、

回復期リハビリテーション病棟（中５病棟）は病棟クラークから渡す。 

 

【データ分析】 

 分析方法は、先行研究の分析方法に沿って質的回答をすべてダミー変数に置き換え統計

学手法で分析する。信頼性は内的一貫性を確認することで検証する。 

 妥当性は構造方程式モデリングによる構成概念妥当性を確認することで検証する。モデ

ルの適合度評価はχ2値、RMSEA、AFI、AGFI、ACIで評価する。併存概念(共有意思決定支援、

対話の質)との相関係数を算出し併存妥当性を確認する。分析ソフトは IBM SPSS 

Statistics27とIBM SPSS Amos Graphics27を用いる。  

 

【研究組織】  

役割分担は以下の通りである。 

主任研究者の後藤友子は研究協力者との調整、回復期病床での中間ケアや老人保険施設

での中間ケアにおける研究協力依頼や研究協力者への説明、進捗管理、結果データ分析、結

果取りまとめ、論文化を担う。 

分担研究者の山田小桜里は、各看護師長との研究に関する質問対応などサポートを行う。 

分担研究者の三浦久幸は、研究全体にスーパーバイザーとして関わる。 

 

（２）年度別計画 

２０２０年度（１年目） 

第１段階 調査開始のための体制整備 

調査の倫理審査を完了し、研究フィールドの看護責任者たちと当研究の進め方やデー

タ目標について合意形成する。 

第２段階 調査開始 

データ収集を開始する。 

２０２１年度(２年目) 

第３段階 調査データ分析 

データを回収しながら進捗管理を行う。データ目標数が近づき次第、データ分析を開

始する。 

第４段階 研究結果の公表 

データ分析を進めながら論文化を進め、完成後に学会や雑誌等にて研究結果を発表す

る。 
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（倫理面への配慮） 

当研究の倫理審査は国立長寿医療研究センター倫理・利益相反委員会への承認を得たう

えで実施している。(２０２０年９月１４日承認済み、Ｎｏ.１４３４) 

研究対象者に生じる負担並びに予測されるリスクについては、身体又は精神に対する傷

害又は負担の可能性は低いが、問い合わせを掲示して個別に精神的負担に対応する。 

 

（リクルートとインフォームド・コンセントを受ける手続き） 

当研究の調査フィールドの看護責任者（看護師長、看護副師長）に出向き、研究資料を用

いて個別に当研究の説明と研究協力を行う。 

各看護管理者から当研究協力同意が得られたのちに、調査資料を用いて各調査フィール

ドの看護スタッフや病棟クラークに対して複数回の研究説明を行う。 

中間ケアを受けた患者は、退院直前、もしくは退院後看護師訪問の終了直前に看護師もし

くは病棟クラークから当研究の調査セットを受け取り、当研究の協力に同意した患者/家族

は自身の意思で質問紙に記入し、返信用封筒に入れて投函する。 

当研究への協力同意は、質問紙の1枚目の協力同意を示すチェック欄に記入した質問紙の

提出をもって研究同意が得られたとみなすことを、研究説明書に明記している。 

調査質問紙には回答者個人が特定される病名や個人名、年齢などの情報は含まれていな

い。 

研究は全て無記名で連結不可能なデータを収集することから、回答が記述された質問紙

を当研究者が郵送にて受け取った時点で研究協力同意とみなすことも説明してもらう。 

 

（個人情報の取り扱い） 

得られた資料はすべて無記名である。 

当研究以外に、現象の追求のため研究者が今回収集されたデータを二次的に利用する場

合も当研究のデータは匿名データのみであり個人情報となる情報はない。 

 

（データ管理と破棄の方法） 

国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部内で、パスワードロックのかか

った特定のパソコン内でデータを電子化し、保管する。研究に関する書類は鍵施錠のロッカ

ーで厳重に管理する。国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部はセキュリ

ティーロックのかかった第2研究棟2階に位置し、当部入り口はスタッフ不在時には施錠し

ている。 

様式の研究結果データは速やかに電子データ化し、紙面を速やかに裁断し破棄する。 

 

Ｃ．研究結果 

２０２０年度（１年目） 
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当研究で信頼性と妥当性を検証する評価指標は中間ケアの評価指標である Patient-

Reported Experience Measure(PREM)である。 

この日本語版 PREMは以下の手順で作成した。まず、海外尺度の翻訳ガイドラインに基

づき、２名の英語圏で中間ケアに従事した経験をもつ２名の看護師が別々に順翻訳し、

尺度開発の研究者がその２枚の翻訳を１つの日本語版尺度に統合した。 

日本の中間ケアに従事する看護師３名と看護管理者１名と日本の状況に適合した内容

に適合するように言葉を改変し、内容妥当性を確認した。 

さらに中間ケアを受けた経験を持つ患者、その家族、介護支援専門員と共に患者が回

答できる言葉やレイアウトに変更し表面妥当性の確認を行った。 

内容妥当性と表面妥当性を確認し、日本語から英語に逆翻訳し、原版開発者チームに

PREMの日本語版としての確認を依頼したが、英国では COVID-19の対応により国営医療機

関の医療スタッフは多忙であり日本への研究アドバイスする時間もないとの連絡を受

け、先に調査を進めることを連絡した。 

 

第１段階 調査開始のための体制整備 

 調査開始とほぼ同時期に新型コロナウイルス感染症の感染拡大による緊急事態宣言が

発令され（２０２０年４月１６日）、当初計画していた他施設への調査協力の中止と、国立

長寿医療研究センター内の限られた看護現場を対象として進めることとする旨を、国立長

寿医療研究センター看護部長や研究分担者と相談し合意形成した。 

既に調査協力依頼を進めていたセンター外の医療機関や施設には、事情を伝え承諾いた

だくなどの計画修正にかかる交渉から始めた。 

２０２０年６月に国立長寿医療研究センターの国立長寿医療研究センター倫理・利益相

反委員会に諮り、２度の計画修正を行い、２０２０年９月１４日に承認を得た。（Ｎｏ.１

４３４） 

 次に、分担研究者から支援を受け、センター内の各調査フィールドの看護責任者にコン

タクトを取り、1領域ごとに複数回の研究説明と協力依頼を行った。 

 全ての各調査フィールドの看護責任者から研究協力同意が得られたのち、各調査フィー

ルドの現場に沿った調査の流れを作成し、各調査フィールドの現場看護師を対象に研究説

明会を複数回開催した。 

 調査フィールドの関連する病棟などに研究協力のポスターを掲示した。 

 現場看護師から患者から当調査について質問を受けた場合の対処方法について質問を

受け、すべての取り合わせは当研究責任者に直接問い合わせていただくように伝えてもら

うように、繰り返し発進した。 

 当調査に関し看護師が質問を対応することで調査結果に影響がでる可能性があること

を伝え、同意を得た。 
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調査の流れ：移行期ケア（TC） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア病棟（南１病棟）      回復期リハビリテーション病棟（中５病棟） 
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第２段階 調査開始 

移行期ケアチーム（TCT）では、２０２０年１０月から調査開始頂いた。 

地域包括ケア病棟（南１病棟）では、２０２０年１１月から調査開始頂いた。 

回復期リハビリテーション病棟（中５病棟）では、２０２０年１２月から調査開始頂く

ことで調整を進めていたが、業務上の都合により２０２０年度内は開始されず、２０２１

年４月より調査開始頂いた。 

移行期ケアチーム（TCT）は、２０２１年３月から担当看護師長は新型コロナウイルスワ

クチン接種の対応担当者となり、TCTの看護スタッフは発熱外来の担当を兼務することと

なり、移行期ケア（TC）活動の訪問回数が非常に低下しており、回収されるデータは２０

２１年３月上旬を最後に停滞している。 

また、地域包括ケア病棟（南１病棟）と回復期リハビリテーション病棟（中５病棟）に

おいても感染管理のため、調査が開始してからずっと家族や介護専門員の来訪や面会を中

止している。そのため、患者の家族からは質問紙に回答したくても、入院中の患者の様子

を把握できていないため回答ができなかった旨の報告が、当研究者に届いている。 

２０２１年５月１４日現在、回収されたデータ数は表1の通りである。 

 

表１ 調査フィールド別(看護師、患者)の回収された中間ケアデータ数、目標に占める割合、

欠損値データ数と回収データに占める割合（２０２１年５月１４日時点） 
 

目標データ数 データ数 

(目標に占め

る割合:%) 

欠損データ数 

(回収データに 

占める割:%) 

看護師 

地域包括ケア病棟 150 47(31) 0(0) 

患者 

地域包括ケア病棟 150 30(20) 2(7) 

看護師 

回復期リハビリテーション病棟 150 5(3) 0(0) 

患者 

回復期リハビリテーション 150 5(3) 1(20) 

看護師 

移行期ケア 100 10(10) 0(0) 

患者 

移行期ケア 100 13(13) 2(15) 
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図１  調査フィールド別(看護師、患者)の回収された中間ケアデータ数と欠損値を含むデ

ータ数（２０２１年５月１４日時点） 

 

Ｄ．考察と結論 

２０２１年度(２年目)は計画に従い、引き続きデータ収集を継続する。 

２０２１年度も愛知県では引き続き緊急事態宣言が発令されており、各調査フィールド

の現場看護師の他業務への移行や、患者家族や担当介護支援専門員の面会中止対応は継続

している。 

そのため、計画通りの期間で目標数のデータが得られない可能性も示唆される。 

また、当研究の患者質問紙の回答者は患者の家族が大半を占めている。 

当センターでは高齢患者を中心に看護しており、強力な感染管理対応は２０２１年度

も引き続き継続されることが想定され、当研究は全て強力な感染管理対策下で得られた

データになる可能性が高い。面会中止など強力な感染管理対策の下で、入院中に患者が

看護師から受けた中間ケアを患者家族や担当介護支援専門員が患者と同じ目線で回答で

きているか、という点は検討する必要があると考える。 

この中間ケア研究は患者が病院の医療療養から次の療養場所に移動し、療養環境変化

による患者家族への影響を最小限にするための調整的な看護介入の必要性と効果を明確

化する取り組みである。 

日本では看護師が主に関わっている中間ケアの質が向上することは、先行研究結果か

ら「避けられる短期間での再入院(同様の疾患による退院後３か月以内：肺炎や転倒な
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ど)」「患者の自立促進(地域移行の促進や QOL上昇など)」に有意に影響することが明ら

かになっている。しかし、日本では再入院予防のためのケアが未整備である。 

新型コロナウイルス感染症の対応により各地の公的医療機関に負担がかかる日本にお

いて、中間ケアの重要なアウトカムの一つである、回避可能な入院を予防することは社

会的インパクトがあり、日本の地域包括ケア病棟や回復期リハビリテーション病棟など

中間ケア機能が期待される医療現場で活用可能な中間ケア評価指標を確立することは、

日本における入院予防＝ケア効果という視点を社会的に位置づけることにつながると考

える。 
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